
「令和７年 職員の給与等に関する報告及び勧告」について 

 

本日(１０月７日)、市人事委員会は、市長及び市議会に対し、「令和７年 職員の

給与等に関する報告及び勧告」を行いました。 

詳細については、添付資料のとおりです。 

 

市長への報告・勧告（伊藤委員長から本村市長に報告・勧告書を手渡しました。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市議会への報告・勧告（伊藤委員長から大槻議長に報告・勧告書を手渡しました。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問合せ先 任用調査課 

電話 ０４２－７６９－９８１０ 

令和７年１０月７日 

相模原市発表資料 



 
 

職員の給与等に関する報告及び勧告にあたって 

 
 本日、相模原市人事委員会は、相模原市議会及び相模原市長に対し、職員

の給与等に関する報告及び勧告を行いました。 
 人事委員会による給与勧告制度は、職員の労働基本権制約に対する代償措

置として、地域の民間従業員等との均衡を考慮し、社会一般の情勢に適応し

た適正な職員の給与等勤務条件を確保する機能を有するものです。 
 本年、人事院は、行政課題の複雑化・多様化や厳しい人材獲得競争を踏ま

え、職員の給与と比較する対象の企業規模を「５０人以上」から「１００人

以上」に引き上げており、本市でも、職員の採用が困難な状況にあることや

他の公務員との均衡も考慮し、比較対象企業規模を「１００人以上」に引き

上げることとしました。 
 そして、本委員会において、本市職員と市内民間従業員の給与等について

調査し、精確な比較をしたところ、月例給は１３，５９１円(３．５１％)、特

別給は年間０．０４月分本市が下回っていたことから、この較差を是正するた

めに４年連続となる引上げを勧告いたしました。 
 特に、月例給は、本委員会発足以来、最大の引上げであった昨年を大幅に上

回る引上げとなっております。 
 これからも私ども人事委員会といたしましては、地方公務員法の趣旨に則

り、中立的・専門的に責任と役割を果たしてまいりたいと考えております。 
市議会及び市長におかれましては、本委員会の給与等に関する報告及び勧

告に基づいて適切に対応されますよう要請いたします。 
市民の皆様におかれましては、本給与勧告制度の意義や役割に深い御理解

を賜りますようお願い申し上げます。 
 
  令和７年１０月７日 

 
                     相模原市人事委員会 
                     委員長 伊 藤 信 吾  



 

 

 

 
 

  「令和７年 職員の給与等に関する報告及び勧告」の概要 

 

本年の給与勧告のポイント 

①  月例給の引上げ 

・比較対象企業規模を「５０人以上」から「１００人以上」とした上で、職員給与が民間
給与を１３,５９１円(３.５１％)下回っているため、給料表を引上げ改定 

・人材確保の観点も踏まえ、若年層に重点を置きつつ、その他の職員も昨年を大幅に上回る
引上げ 

・教育職給料表は、職務や職責をより重視した給与体系の整備を実施(令和８年４月１日から) 

 

② 期末・勤勉手当(ボーナス)の引上げ 

・支給月数を０.０５月分引き上げ、４.６５月に改定し、期末手当及び勤勉手当に均等に
配分 

１ 職員給与と民間給与の比較結果 

＜月例給＞ 

民間従業員の給与 職員の給与 較差 

４０１,２４６円 ３８７,６５５円 １３,５９１円(３.５１％) 
(注)１ 調査対象事業所は、企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の市内民間事業所２２２事業所で 

あり、そのうち人事院が無作為に抽出した７８事業所を実地調査 

     ２ 実地調査した７８事業所のうち民間との比較結果は、企業規模１００人以上、かつ、事業所規模５０人以上

の６６事業所が対象 

３ 民間従業員と行政職給料表(１)適用職員の本年４月分の給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、 

学歴、年齢階層を同じくする者同士を比較 

４ 行政職給料表(１)適用職員の平均年齢 ４０.４歳、平均経験年数 １７.９年 

＜特別給(ボーナス)＞ 

民間従業員の支給月数 職員の支給月数 差 

４.６４月分 ４.６０月分 ０.０４月分 
(注) 昨年８月から本年７月までの年間支給月数を比較 

２ 本年の給与改定等について 

（１）月例給 

ア 行政職給料表(１) 

・若年層に重点を置きつつ、その他の職員も昨年を大幅に上回る引上げ(平均３.７４％) 

・初任給は人材確保の観点から、高校卒を１２,３００円、大学卒１２,０００円引上げ 

・定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額は、各級の改定額を踏まえ、引上げ改定 

  イ 行政職給料表(１)以外の給料表 

   ・消防職給料表及び学校事務職給料表は、行政職給料表(１)との均衡を考慮し引上げ改定 

   ・教育職給料表は、行政職給料表(１)との均衡を考慮し引上げ改定を行うとともに、昨年検

討が必要とした社会と公務の変化に応じた給与制度の整備に基づく改定として、３級～５

級の初号近辺の号給をカットし、初号の給料月額を引上げ改定 

・医療職給料表及び特定任期付職員給料表は、人事院勧告の内容に準じて引上げ改定 

令和７年１０月７日 
相模原市人事委員会 



 

（２）期末・勤勉手当 

・民間従業員の支給月数に見合うよう、年間支給月数を０.０５月分引上げ(期末手当及び勤勉

手当に均等に配分) 

・特定任期付職員及び定年前再任用短時間勤務職員は、人事院勧告の内容に準じて引上げ 

（３）初任給調整手当 

・医療職給料表の適用を受ける職員(医師及び歯科医師)は、処遇を確保する観点から、国の水

準を踏まえた取扱いとする 

（４）実施時期 

令和７年４月１日(ただし、期末・勤勉手当は令和７年１２月１日。教育職給料表に係る社会

と公務の変化に応じた給与制度の整備に基づく改定は令和８年４月１日) 

３ 人事行政に関する報告 

（１）人材の確保【競争力強化、情報発信、障がい者雇用】 

・受験しやすい試験方法や新たな採用手法の検討と魅力ある職場環境の整備が必要 

・採用が厳しい状況の職種は、人材確保の観点から、国や他の自治体との均衡を図りつつ、処

遇面での改善も検討するなど、多角的な視点で本市の魅力を高め、競争力の強化が重要 

・公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の改正の趣旨を踏まえつ

つ、本市の実情に応じた教員の処遇改善の検討も必要 

・公務員の堅苦しいイメージの払拭と仕事内容や働き方をイメージできるよう情報発信の内容

を充実していくことが必要 

・様々な機会を捉えて、受験者の疑問や不安を取り除くとともに、公務員を志望していない人

にも関心を持ってもらえるよう積極的な情報発信に努め、受験者を増やす取組が重要 

・障がいの特性に応じて働くことができるよう、職員の意識啓発や施設・設備の充実等への継

続的な取組が必要 

（２）人材の育成・活用【育成環境、モチベーションの維持・向上、経験・能力の活用、離職防止】 

・職員が主体的にキャリアプランを考える機会を設けるとともに、職員ニーズを的確に捉え、

研修機会や内容の充実を図り、自発的な能力開発の意欲向上や支援に取り組むことが重要 

・経営層は強い危機感を持ち、職員が共感できる明確な理念を打ち出し、ぶれない意思決定や

行動を徹底するとともに、職員が自ら貢献したいと思えるような環境や魅力づくりが重要 

・職員も全体の奉仕者として果たすべき責務について改めて意識を高く持つことが大切 

・職務・職責に応じた処遇の改善や業務量の適正化を検討し、管理職の魅力向上が必要 

・既存の「人財」が持つ貴重な経験や能力を最大限発揮できるよう適材適所に配置するために

実施している制度の運用状況等を適切に把握・検証し、必要に応じた見直しが必要 

・高齢層職員は、加齢による身体機能の低下に配慮しつつ、知識・技術・経験等を十分に発揮

でき、後輩職員への継承等にもモチベーションが持てるような処遇改善や人事配置が重要 

・組織運営や職場環境への不満等が理由の退職者を減らすため、魅力ある職場環境の整備を図

りつつ、地域社会の基盤を支える基礎自治体の重要性を改めて周知するなどの対策が必要 

（３）魅力ある職場環境の整備 

【長時間労働、教員の職場環境、多様で柔軟な働き方、福利厚生等の充実】 

・長時間労働の是正には、管理監督者や各職員の意識向上とデジタル技術の活用や事務事業の

見直しなど業務効率化に一層取り組むとともに、業務量に応じた人員体制の確保が必要 
・市民への影響等も踏まえつつ、窓口開庁時間の短縮等の時間外勤務縮減に向けた検討が必要 



 

・「若手教員による学校現場改善プロジェクト」の提言等現場の声を踏まえ、教員が教育の質の

維持・向上につながる業務に注力できるよう、働き方改革に取り組むことが必要 
・出産・育児・介護に係る各種制度の周知や制度の拡充とともに、周囲で支える職員への支援

も検討し、より制度を活用しやすい環境にしていくことが重要 
・人材確保のためにも、その他の休暇制度や勤務制度についても、多様な働き方やプライベー

ト時間の充実、健康保持を図ることができるよう制度の導入・拡充の検討が必要 
・福利厚生制度の充実、庁舎やオフィス環境の整備・改善、公務や通勤等における個人負担の

解消等も重要であり、現状把握に努め、改善していくことが必要 

（４）メンタルヘルス対策【要因分析と対策】 

・ストレスチェックの結果や職員との面談等から、要因の詳細な分析が必要 
・各職場でのメンタル疾患に至る前の対策と関係部署の支援・連携とともに、メンタル疾患に

至ってしまった職員の復帰支援と再発しないよう対応することが重要 
・各職場が明るく開かれた雰囲気でコミュニケーションを取りやすく、変化に気づきやすい関

係の構築に継続して取り組むことが大切 
・各職場だけでなく、経営層も現状を重く受け止め、長時間労働の是正や業務量に応じた人員

の確保、組織運営への理解・共感の向上等、組織全体で強力に取組を推進することが急務 

（５）ハラスメント対策【事前の対策と発生時の対応】 

  ・ハラスメント根絶には、職員が正しく理解し、人権侵害であることを強く認識する必要があ

り、未然に防止できるよう更なる意識向上や相互に指摘しあえる環境づくりが重要 
  ・ハラスメントが起きてしまった場合には、被害者に寄り添った対応・支援を行い、加害者に

は厳正に対処するとともに、猛省を促し、二度と起こさせてはならない。 
  ・カスタマーハラスメントは、現状把握に努め、組織としての対応を全庁的に周知し理解を深

めるとともに、対外的にも本市の姿勢を明確に示すなど、抑止策を講ずることが必要 

（６）コンプライアンスの推進【事務処理ミスの防止、不祥事の防止】 

・事務処理ミスを起こしてしまった要因の本質を見極めることが必要 
・職員への意識啓発の継続とともに、事務手順の見直しやデジタル技術等を活用したミスが発

生しにくい仕組みづくり、十分なチェック体制がとれる環境の整備等の対策も検討が必要 
・職員本人の意識を変えていくために、不祥事が職場や社会、自身の人生に与える影響の大き

さを強く認識し、自らの行動を律するよう継続的な啓発に取り組むことが必要 
・各職場での日頃のコミュニケーションの中でも不祥事は絶対に起こしてはならないという雰

囲気を醸成し、高い倫理観や使命感を持つ職員を育む職場風土をつくることが大切 
 
 
※参考【勧告どおり給与改定が実施された場合の平均年間給与】(行政職給料表(１)適用職員) 

改定前 改定後 増減 

６,４９２千円 ６,７４３千円  ２５１千円(３.８７％) 
 


